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国民生活金融公庫
マル経融資利率
１．１２％

（令和5年5月31日時点）

「松ノ木峠パーキングエリア」出店者の募集について
高山西商工会では、松ノ木峠パーキングエリアにて軽食や特産品の
販売を行う事業者を募集しています。出店を希望される方や詳細に
ついてのお問い合わせなど、最寄りの商工会事務所にご連絡ください。

会員実態調査カルテの集計結果について
令和５年１月～３月に会員の皆様にご回答いただきました、会員実態調査の集計結果についてご報告します。
今回の調査では、事業承継の状況や物価高騰の影響、インボイス制度への対応状況等についてご質問させて
いただきました。今後、より的確で適切な経営支援を実施していくために、今回の調査結果を活用してまいります。
令和５年度も本調査事業を実施する予定ですので、引き続きご協力くださいますようよろしくお願いします。
調査結果は、会員へは紙面配布します。また、右のＱＲコードからもご覧頂けます。HPにも掲載しています。

消防団員を雇用する企業の皆様へ
岐阜県では、地域防災力の中核として大きな役割を果たしている消防団の活動に協力する事業所に対し、事業税の減税
制度や報奨金制度といった支援制度を設けています。ぜひ積極的にご活用いただくとともに、消防団活動へのより一層のご
理解とご協力をお願いします。

「消防団協力事業所支援減税制度」

事業年度の終了後、事業税額の２分の１に相当する額（１００万円を限度）の控除が受けられます。

「消防団員雇用貢献企業報奨金制度」

前年度中に新たに確保した「過疎地域の団員」１人につき５万円、企業全体で増加した「過疎地域の団員」
１人につき５万円が交付されます。※７月３１日までに飛騨県事務所へ申請してください。

【まずは、「消防団協力事業所」の認定を受けましょう】
支援制度を活用するためには、県内の事業所等の全てが「消防団協力事業所表示制度」の表示証の交付
を受けている必要があります。表示証の交付を受けるためには、各市町村で定める「認定基準」を満たしたうえ
で、各市町村長へご申請ください。
＜認定基準の例＞ １ 従業員が消防団員として入団していること

２ 従業員の消防団活動について積極的に配慮していること 《表示証》

《集計結果》

《詳 細》

贈りものに最適！貰ってうれしい！「高山西商品券」のご案内
高山西商品券は、管内地域（一之宮町・清見町・荘川町）の経済活動促進と会員企業の活性
化を図るとともに、消費者の買い物ニーズの多様化に対応するため発行している商品券です。
各種催し物や大会の景品、記念品、お礼やお祝いなど幅広く利用されています。ぜひご利用
ください。 ★のし紙及び印刷代・封筒代・・・無料
【加盟店登録について】
一之宮町・清見町・荘川町に所在する事業所で、加盟店登録をされていない事業者におかれましては、
いつでも登録申込を受け付けておりますので、お近くの商工会事務所にお問い合わせください。

見本

青年部一之宮支部「“絆”感謝運動」の実施について
青年部一之宮支部では、５月２７日（土）に全国統一事業「“絆”感謝運動」として、
宮保育園での芝植え奉仕事業を実施しました。「“絆”感謝運動」は、商工会青年部
による日常的な地域活動や災害発生時の支援活動等において改めて確認されてい
る「青年部と地域との絆」、「全国の青年部間の絆」に対し、再認識と感謝の機会を
設けるとともに、今後もその「絆」をさらに強化していくことを目的とする事業です。
地域の担い手となる子供たちのために、また、保育園への恩返しとして、青年部員
が保育園のお悩みを聞きつけ、今回の奉仕事業を実施するに至りました。石垣宏和
部長（治療院じゅうべえ）は、「地域社会への貢献を常に意識して活動していきたい」
と今後の青年部活動に対する意気込みを語られました。

《加盟店》



その他の主な補助金制度
「ものづくり･商業･サービス生産性向上促進補助金（国）」

革新的サービス開発・試作・生産プロセス改善等の設備投資等を支援する補助金制度です。
【申請期限】 第１５回…７月２８日（金）１７：００

「事業再構築補助金（国）」

新市場進出、事業・業種転換、事業再編、国内回帰又はこれらの取組を通じた規模の拡大等、思い切った
事業再構築に意欲を有する、中小企業等の挑戦を支援する補助金制度です。
【申請期限】 第１０回…６月３０日（金）１８：００

「IT導入補助金（国）」

業務の効率化やＤＸの推進、セキュリティ対策のためのＩＴツール等の導入を支援する補助金制度です。
【申請期限】通常・セキュリティ対策推進枠 第３回…７月１０日（月）、第４回…７月３１日（月） いずれも１７：００迄

デジタル化基盤導入枠 第４回…６月２０日（火）、第５回…７月１０日（月）、第６回…７月３１日（月）

「省エネルギー投資促進支援事業費補助金（国）」

省エネ設備への入替を促進するための補助金制度です。
【申請期限】 第２回…６月３０日（金）１７：００

「小規模事業者持続化補助金」のご案内
小規模事業者等が経営計画を作成し、その計画に基づいて行う販路開拓等の取組に要する経費の一部が補助されます。
【補助金額】 ［通常枠］ 最大５０万円 ［賃金引上げ枠・卒業枠・後継者支援枠・創業枠］ 各最大２００万円

※インボイス特例･･･要件を満たす場合は全ての枠で５０万円の補助上限上乗せ
【補助率 】 ２/３（賃金引上げ枠のうち赤字事業者については３/４）
【取組の例】 チラシ作成、ＷＥＢサイト制作、店舗改装、機械・備品購入、展示会・商談会参加等
【申請期限】 第１３回…９月７日（木）
【申請方法】 郵送もしくは電子申請。電子申請の場合は「ＧビズＩＤプライムアカウント」の取得が必要です 。 《詳 細》

《詳 細》

《詳 細》

《詳 細》

《詳 細》

「岐阜県部材・製品試作開発事業費補助金」のご案内
岐阜県は、原油価格・物価高騰等の影響を受ける県内中小企業が収益力の強化を図るために取り組む、材料の代替又
は新たな製造プロセスを活用した部材・製品の試作、品質・性能などの検査や評価に要する費用の一部を補助します。
【 対象者 】県内中小企業（製造業）
【対象事業】 既存の製品・製造プロセスに対して、原材料の代替や製造プロセスの変更により、
【実施期間】 交付決定日～２０２４年２月２９日（木） 試作品を開発する事業
【補助金額】 補助上限額：１００万円（補助率２/３）
【申請期限】 ２次：６月３０日（金）正午必着 ３次：８月３１日（木）正午必着 ※予算上限に達した時点で受付終了

【申請方法】 ＷＥＢサイトで申請書類をダウンロード・印刷し、書面にてご申請ください。 《詳 細》

「観光デジタルマーケティング手法を活用したプロモーション支援事業費補助金」のご案内
岐阜県は、観光誘客の分野においても情報を効果的・効率的に届けるデジタルマーケティングの重要性が増してきている
中、県内観光事業者によるデジタルマーケティング手法を活用したプロモーション等に必要な費用の一部を補助します。
【 対象者 】宿泊施設営業事業者、観光施設営業事業者、土産物店営業事業者、体験事業者

（※国、県、市町村及び県の外郭団体、第三セクター、指定管理者等が所有･管理･運営する施設は対象外）
【対象事業】 他の補助事業と組み合わせて実施するオンライン広告配信事業、ＷＥＢサイト診断事業、ＳＥＯ対策事業、

ＭＥＯ対策に係るコンサルティング等事業、ＳＮＳ登録・運用に係るコンサルティング等事業
【実施期間】 交付決定日～２０２４年１月１９日（金）
【補助金額】 補助上限額：３００万円（補助率１/２） 補助下限額：２０万円
【申請期限】 ９月２９日（金） ※締切日消印有効 ※予算上限に達した時点で受付終了
【申請方法】 ＷＥＢサイトで申請書類をダウンロード・印刷し、書面にてご申請ください。 《詳 細》

「高山市デジタル技術活用促進支援事業補助金」のご案内
高山市は、デジタル技術を活用することにより生産性を高める取組や、働き方改革を推進する取組及び人材不足を補う
取組に必要な費用の一部を補助します。
【 対象者 】市内に店舗・工場又は事業所を有する中小事業者（個人事業者の場合、市内の住民登録者）
【対象事業】 ソフトウェアの開発・導入・使用費用、コンサルタント費用、ＤＸ人材育成費用、機器購入費用
【補助金額】 補助上限額：３０万円（補助率１/２）
【申請期限】 予算上限に達した時点で受付終了
【申請方法】 ＷＥＢサイトで申請書類をダウンロード・印刷し、書面にてご申請ください。 《詳 細》

「ＧビズＩＤプライムアカウント」の取得について
ＧビズＩＤプライムアカウントを取得することにより、持続化補助金やＩＴ導入補助金などの補助金申請、事業継
続力強化計画などの認定申請、社会保険の手続きなど、複数の行政サービスをインターネット上で利用するこ
とができます。今後の補助金活用等を見据えて、今のうちから取得されることをお勧めします。 《詳 細》
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